
市区町村別に水災料率の細分化を反映した掛金の改定を行いました。 

とうきょう共済 
東京都火災共済協同組合 

火災共済の始期日が令和６年 10月１日以降のご契約から以下の改定を行いますのでご案内いたします。 

自然災害のリスクが一層高まっていることから共済掛金を改定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象の補償プラン 対象物件 対象目的 細分化の内容 

 
 

  

 
 

火災共済制度改定のご案内 

水災料率の細分化 

共済掛金の改定 

令和６年 10 月 1 日改定 

裏面もご覧ください 

地域単位: 

等地区分: 

共済の対象となる建物が所在する市区町村別 

１等地 ２等地 ３等地 ４等地 ５等地 
掛金高い 

令和２年度までの自然災害の影響を反映した前回の改定から令和３年度以降も令和３年１月の寒波による大雪、令和
３年７月・８月の大雨、令和４年６月のひょう災、台風 14 号・台風 15 号といった大規模な自然災害が発生しているこ
とが要因となっています。 

※ 等地区分設定は損害保険料率算出機構による。 

新総合火災共済 D 型 

総合火災共済 
建 物 

・ 
家 財 

自立 

専用住宅 
・ 

併用住宅 

専用住宅 
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

令和６年 10月改定 

令和４年 10 月改定 

近年、水災による損害が増加して掛金の値上げも続く中、地域間の水災リスクの違いによる掛金の公平化を図る必要
があることから、市区町村別に水災料率の細分化を反映した掛金の改定を行いました。 

増加 

[損害率] 

火災共済 損害率の推移 損害率・・・収入掛金に対して支払った共済金の割合 



築年数の浅い建物は築年数が経過した建物よりリスクが低い実態があります。こうしたリス

ク較差を共済掛金に反映させるため、築年数が５年未満の築浅物件を対象とした割引率（建物の

み）を拡大しました。 

建物の築年数の経過とともに共済金をお支払いするケースが多くなっていることから、より

リスクを反映した共済掛金とするため、「築年数 25 年以上または築年数不明」の建物に対し、

「1.1」を乗じる築年数による係数（建物のみ）を新設しました。 

とうきょう共済 

東京都火災共済協同組合 

取扱代理所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

改定 

築 ５年未満 最大７０％割引 

築 ５年以上 10 年未満 最大６０％割引 

築 10 年以上 20 年未満 最大３０％割引 

現行 

築 10 年未満 最大６０％割引 

築 10 年以上 20 年未満 最大３０％割引 

改定 

築年数 25 年以上または築年数不明 建物の共済掛金率×1.1 

築浅割引率の改定 

○このご案内は、改定の概要を説明したものです。共済金をお支払いできない場合等の詳しい内容につきましては、「約款」、「重要事項
説明書」、「パンフレット」をご覧ください。 

○火災共済は当組合と全日本火災共済協同組合連合会が共同して共済契約をお引き受けいたします。 
○パンフレットはとうきょう共済ホームページに掲載しております。 
 

築年数による係数の新設 

〒104-0061 
東京都中央区銀座２－１０－１８（中小企業会館） 

TEL 03-3542-0271  FAX 03-3545-8606 

 
NEW 

火災共済 復旧サポートサービス 
とうきょう共済で修理業者を手配する復旧サポートサービスがスタートします。 

・広域災害時などでの迅速な復旧支援 

・問題ある修理業者等とのトラブルの回避 

を目的とした新しいサービスです。ご希望に応じてご利用いただけます。 

※本サービスのご利用は火災共済の事故に関わる復旧のみとなります。 

※罹災調査時において損害調査員からの手配となります。 


